
千葉県学校 DX推進パートナー事業業務委託に関する 

企画提案募集要項  

 

１ 趣旨 

  県立学校においてＩＣＴを活用する機会を増加させ、ＩＣＴ活用指導力を向

上させるため、専門的な知識を有し、ＩＣＴの活用を積極的に促す人材（学校Ｄ

Ｘ推進パートナー）を配置する。 

 

２ 業務委託の内容 

「『千葉県学校 DX 推進パートナー事業』業務委託仕様書」のとおり 

 

３ 応募資格 

 次の各号の要件を満たす団体とする。 

（１）地方自治法施行令(昭和２２年政令第１６号)第１６７条の４規定に該当し

ない者であること。 

（２）企画提案書等の提出日において、千葉県物品等入札参加資格を有する者で

あること。 

（３）この公募開始の日から審査完了の日までに、物品等一般競争入札参加者及

び指名競争入札参加者の資格等に基づく入札参加資格の停止を受けている

日が含まれないこと。 

（４）この公募開始の日から審査完了の日までに、千葉県物品等指名競争入札参

加者指名停止等基準に基づく指名停止及び物品調達等の契約に係る暴力団

等排除措置要領に基づく入札参加除外措置を受けている日が含まれないこ

と。 

（５）宗教活動や政治活動を主たる目的とした者でないこと。 

（６）特定の公職者（候補者を含む）又は政党を推薦、支持、反対することを目

的とした者でないこと。 

 

４ 委託金額（予定上限額） 

  ３５，０００，０００円（消費税込み） 

 

５ 業務の委託期間 

  契約締結日から令和７年３月３１日までとする。 

 

６ 審査方法及び選考方法 

（１）審査基準 

  審査基準は、別表に掲げる項目及び基準により行う。 

（２）選考方法 

  選考は、「『千葉県学校ＤＸ推進パートナー事業』業務受託者審査委員会」

において、審査基準に基づき審査する。 

 

 



７ 質問票の提出及び回答 

（１）提出期限 

令和６年２月２７日（火）正午まで（必着） 

（２）提出方法 

「質問票」を学習指導課へ持参、郵送又は電子メールに送付すること。 

※未到着等の事故防止のため、電子メール送信後、電話にて送付の旨を連絡す

ること。 

（３）回答方法 

令和６年２月２９日（木）に、質問者に対して電子メールで回答するととも

に、県ホームページに掲載する。 

 

８ 企画提案審査への参加手続 

  委員会に参加を希望する場合は、仕様書に係る企画書を提出すること。 

（１）提出期限：令和６年３月１２日（火）午後５時まで（必着） 

（２）提出方法：郵送または持参 

（３）提出部数：正本１部、副本１０部（様式は任意） 

 

９ 「千葉県学校ＤＸ推進パートナー事業」受託者審査委員会の実施 

（１）日  時：令和６年３月１９日（火）午後１時から 

（２）場  所：千葉県庁中庁舎８階 教育振興部会議室 

（３）提案時間：１社２０分程度 

 

10 その他 

（１）提出された書類等は、返却しない。 

（２）本プロポーザルに係る提案等に要する経費は、提出者の負担とする。 

（３）提出された書類等は、必要に応じて複写します。なお、使用目的は県庁内

及び審査委員会での検討に限る。 

（４）千葉県情報公開条例に基づく行政文書の開示請求がなされた場合、提出さ

れた書類の内容を開示することがある。 

（５）令和６年２月議会において、令和６年度当初予算が成立しない場合は、契

約を行わないこととする。 

（６）最終的な委託内容の詳細については、選考後、委託契約締結までの間に千

葉県教育委員会と協議して決定する。 

 

11 問い合わせ先 

千葉県教育庁 教育振興部 学習指導課 ICT 教育推進室 

電話：043-223-4178 

FAX：043-221-6580 

Mail：kyict@mz.pref.chiba.lg.jp 

 

 

  



別表 

審査項目及び基準 

 

№ 審査項目 審査基準 配点 

１ 学校教育に対する企業の経営

理念（５点） 

・学校教育に携わるにふさわしい企業理念の

もと、健全な経営を行っているか。 

５ 

２ 授業支援について 

（３０点） 
・教職員等に対するＩＣＴを活用した授業改

善例の提案及び資料作成ができるか。 

１５ 

・授業の目的やねらいを理解するとともに、

生徒のリテラシー等に配慮した授業で利用

できる教材を作成できるか。 

１５ 

３ 研修支援について 

（３０点） 
・ＩＣＴ機器やソフトウェア（アプリ）を活

用した授業づくりに係る教員の指導力向上

のための研修を実施できるか。 

１５ 

・情報リテラシー、情報モラル向上に対する

研修や教育データの利活用に係る校内研修

を実施できるか。 

１５ 

４ 学校教育の情報化の推進のた

めの支援について 

（２０点） 

・教職員等に対してＩＣＴ環境整備等に係る

助言やＩＣＴ利活用のためのルール作成の

ための助言ができるか。 

１０ 

・学校のＩＣＴ利活用状況を把握するための

調査及び授業改善の進捗状況を把握するた

めの調査を実施し、結果に基づいて学校へ

の助言ができるか。 

１０ 

５ 千葉県学校ＤＸ推進パートナ

ーの配置前後の効果測定につ

いて 

（１０点） 

・千葉県学校ＤＸ推進パートナーの配置前後

のＩＣＴ教育の推進状況について比較が行

えるか。 

１０ 

６ サポート体制（１０点） ・各学校での要望やトラブルに対応するた

め、十分なサポート体制が確保されている

か。 

１０ 

 

７ 他の自治体や学校での導入実

績（１０点） 

・他の自治体や学校での導入実績は確かなも

のか。 

１０ 

８ 経費の妥当性（５点） ・見積書に算定根拠が明確に示されており、

学校ＤＸ推進パートナーの経費として適正

かどうか。 

５ 

 

 


